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水産業の特徴

水産業は

水産業の健全な発展と
安全・安心な水産物供給

・漁船の安全確保・省エネ技術の開発

水産物の安定供給確保

・資源管理の推進に必要な調査・研究

・水産生物の増養殖に関する研究開発

・生育環境の保全・改善に関する研究開発

・自然の生産力で生みだされる生物資源を持続的に利用する産業

・水温、プランクトン、有害生物などの海洋環境変動が漁業生産に大きな影響

・対象生物は多様性に富み、基本的な生態が不明な種も多い

・国際条約により国又は国際機関に資源の管理責任がある

・日本では小規模零細漁業者の割合が高い

・対象：直接の生産対象種に加え生態系を支える種類、有害生物、海洋環境等

・内容：基礎から応用・実証研究や定期的なモニタリング

・手法：調査船、飼育施設など陸上に比べコストがかかる手法による学術的研究に
加え、水産業の構造等の実態を総合的に把握し、一体的組織体制で体系
的な整理を施した上で、調査研究・技術開発することが求められる

・水産物の高度利用、安全・信頼確保
に関する研究・開発

維持には
水産業の
維持には

・漁港・漁場の整備・津波等への対応



水産基本計画（平成24年3月23日閣議決定）の概要



水産基本計画のポイント

「復興基本方針」、「水産復興マスタープラン」等で示し実施してきた水産復
興の方針を、改めて基本計画上、位置付け

平成23年度から実施している資源管理・漁業所得補償対策を、基本計画
上、中核施策として明記。加入率9割を10年後目標として位置付け

加工・流通・消費に関し、6次産業化の取組の加速、HACCP等衛生管理の高
度化、水産物流通ルートの多様化、魚食普及、輸出促進等を推進

安全な漁村づくりと水産業・漁村の多面的機能の発揮に向けた施策や漁船
漁業の安全対策を強化

これらの施策によって、平成34年の生産を449万トンに回復させるとともに、
減少傾向にある消費については、現状水準まで引き上げることを目指すこと
とし、自給率目標を70％（食用魚介類）に設定

次期基本計画は平成28年度末までに作成予定



東日本大震災からの復興

漁港 ： 漁港については、これまでに陸揚げ岸壁の９６％が機能回復。被災岸
壁の復旧状況は６５％。

漁場・資源 ： がれきの撤去については２４年度末まで集中的に行い、漂流物・
堆積物の分布状況に応じて２５年度においても実施。２７年度末までに、魚礁、
藻場・干潟等の整備がなされるよう支援。

漁船 ： ２７年度末までに２万隻まで回復（約２．９万隻が被災）。

養殖施設 ： ２６年度末までに養殖業再開希望者全員の養殖施設整備が完了。
栽培漁業対象種の放流用種苗生産については平成２７年度末までに被災前の
生産水準へ回復。

加工・流通等 ： 被災３県産地市場について、岩手県・宮城県はすべて再開。
同３県で再開を希望する水産加工施設について、２７年度末までにすべての施
設の復旧・復興をめざす。



新たな資源管理体制下での水産資源管理の強化

資源管理・漁業所得補償対策の下で、資源管理指針・計画に基づく資源管
理を、基本的に全ての漁業者の参画を得て全国的に推進

海域栽培漁業推進協議会による連携調整による種苗放流を推進



農林水産研究基本計画（平成27年3月31日決定）の概要



農林水産研究基本計画（平成27年3月31日決定）の概要



農林水産研究基本計画の重点項目

１． 農業・農村の所得増大等に向けて、生産現場等が直面する課題を
速やかに解決するための研究開発

（15）魅力ある漁業・養殖業を実現する技術開発

高齢化や担い手不足が深刻化する水産業をより魅力的な産業に変革するため、

クロマグロやニホンウナギの完全養殖を軌道に乗せるための人工種
苗量産技術の開発

養殖用ブリ等の様々な魚種の育種改良及び種苗量産技術の開発

漁船漁業や水産物の加工・流通段階における省エネ・省力化技術の
開発や安全・品質管理技術の高度化

温暖化に対応したノリの高温耐性品種の育成等



農林水産研究基本計画の重点項目

２．中長期的な戦略の下で着実に推進すべき研究開発

（22）生産現場から食卓までの安全管理の徹底や動植物の疾病・病害虫の侵入・
まん延を防止するための技術開発

農林水産物への放射性物質移行特性の解明や環境中の動態解明等を継続的に行い、
情報を発信。

（24）農林水産物の生産・流通システムを革新するための技術開発

（25）地域資源を活用した新産業創出のための技術開発

（26）世界に誇れる強みのある農林水産物の開発

（27）気候変動に対応した農林水産業の適応技術の開発

（31）海洋生態系と調和した水産資源の持続的な利用を支える水産技術の開発

海洋環境モニタリング技術の高度化、魚の大きさや種類を判別できる新型魚群探知
機の開発、水産資源の評価・管理手法の高度化。

種苗生産技術の開発、優良な育種品種、低魚粉養魚飼料、閉鎖循環陸上養殖技術
等の開発 → 天然資源への依存度を低減した高度な養殖生産体制の確立。



水産業対策・水産政策推進のための予算

１．水産庁
(1)委託事業・補助事業

水産政策を推進するための事業予算

(2)国立研究開発法人運営費交付金

２．農林水産技術会議
(1)委託プロジェクト研究
農林水産政策を推進するための研究開発予算（5年程度）

(2)競争的資金
農林水産・食料分野における基礎～実用化までの研究（3or5年）

(3)その他（おおむね2年以下）
革新的技術創造促進事業
革新的技術緊急展開事業
ロボット技術開発実証事業



水産業対策・水産政策推進のための予算

1. 資源管理の推進

2. 漁業経営安定対策

3. 水産物の加工・流通・輸出対策

4. 漁村の活性化・多面的機能発揮対策

5. 強い水産業づくり交付金

6. 漁船漁業・担い手確保

7. 増養殖対策

8. 捕鯨

9. 外国漁船操業対策等

10. 漁業金融・漁協経営

11. 漁場環境保全・技術開発・普及

12. 水産基盤整備事業

13. 漁港海岸事業

14. 漁港関係等災害復旧事業

平成27年度水産予算の概要



資源管理の推進
我が国におけるＩＱ方式等による資源管理手法の効果検証。

資源管理計画の評価、科学的調査等の結果を踏まえた、より高度かつ効果的な
自主的資源管理措置の導入に向けた取組の支援。
他魚種転換等の経営多角化等による漁船漁業の収益性向上の取組を支援。

研究に関連する予算のポイント

増養殖対策
さけ・ますの新たな種苗放流、国際的なウナギ資源管理措置への対応、ウナ
ギ種苗の大量生産システムやクロマグロの完全養殖の実証化。
カワウや外来魚の被害防止対策や新たな駆除方法の開発等を支援。

漁獲可能量（ＴＡＣ）制度等の公的管理と資源管理計画に基づく漁業者の自主的管理を
高度化し、特に資源が低位又は減少傾向の魚種をより効果的に管理し、資源の維持・回
復を実現することが必要。

適切な資源管理に不可欠な資源評価の精度向上、資源管理と連携した集中的かつ効果
的な種苗放流を実施する必要。

ウナギについては国際的な資源管理措置への対応が必須であり、種苗の大量生産シス
テムの確立や、天然での生息状況・環境条件の把握、系群判別等、種々の研究が必要。

漁獲稚魚によらないクロマグロ増養殖の実現に必要な各種技術開発が必要。餌料価格
高騰など養殖業者の抜本的な生産コストの抑制手法の開発が必要。



漁場環境保全・技術開発・普及推進
トド等の有害生物による漁業被害対策、有明海等における漁場環境の改善策の検
討、藻場・干潟の造成等の推進を支援。
水産業の省エネルギー・低コスト化に資する新技術の実証を支援。

重要施策の現場展開や新たな技術・知識の導入による漁家経営改善等を、水産
業普及改良事業により推進。

研究に関連する予算のポイント

捕鯨対策
新たな調査計画に基づく鯨類捕獲調査の実施に向けた、非致死的調査や妨害行
為への対応強化、国内外の研究機関との連携の強化等を実施。

水産基盤整備事業
消費・輸出の拡大に向けて、漁港の高度衛生管理対策など安全で安定した水産
物の供給体制の確立を推進。

自然災害に強く安全で安心な漁業地域の実現に向けて、漁港施設の防災・減災
対策を計画的に推進。

持続的な水産業振興を図るため、海域全体の生産力を底上げを目指した水産環
境整備の推進



文科省「海洋生物資源確保技術高度化」について

(1)農水省の事業やプロジェクトとの仕分けの明確化

(2)直接的に水産業振興や食糧の安定供給を出口とする課題は農水省で実施

(3)海洋科学振興の観点、水産資源に捉われない幅広い海洋生物や環境を期待

(4)共通基盤的な研究開発を期待
生態系の構造や機能、変動メカニズム解明、気候変動による生態系応答
物理、化学、生理、工学等の基礎科学の海洋科学への応用
水産資源や水産資源の餌をとりまく生態系から海の生態系全体
既存技術にはない革新的技術の開発

(5) 海洋生物資源や環境研究を担う人材の育成を期待



需要フロンティア拡大のための研究開発
養殖ブリ類の輸出促進のための低コスト・安定生産技術の開発
ブリ人工種苗の低コスト・早期供給技術の開発
ゲノム情報を利用したブリ類の短期育種技術の開発

生産現場強化のための研究開発
持続可能な養殖・漁業生産技術の開発

海洋微生物解析による沿岸漁業被害の予測・抑制技術の開
発
天然資源に依存しない持続的な養殖生産技術の開発

生態系ネットワーク修復による持続的な沿岸漁業生産技術の
開発
温暖化の進行に適応するノリの育種技術の開発

温暖化適応・異常気象対応のための研究開発
漁業・養殖業に係る気候変動の影響評価

現在の農水省の委託型プロジェクト研究


